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地域の変化と消費者買物行動の把握に関するノー ト
一一藤沢市を事例として一一
I はじめに
本稿は神奈川県藤沢市北部の1地区を事例にし
て，消費者の買物行動分析について検討するもの
である九地理学的視点からの，消費行動の把握の
仕方については若干の検討を試みたことがあ
る九そこで主張したように，消費者行動のうち買
物行動を対象にして検討する場合には，その消費
行動の類型別に検討するのが望ましいといえよ
う。しかし，本稿では消費行動に関わるデータが
全くなし把握できるのは買物行動の側面に限ら
れている。さらに，町村部と比較した場合の大都
市圏の消費者行動の特徴は，サービス関連に対す
る支出が大きいことである。このため，大都市圏
における購買行動の把握の際にはその点も同時に
把握する必要があるけれども，データ上の制約か
らこれもできない。こうした制約から，ここでは
消費者の購買行動の一部を構成する買物行動のみ
に限定した検討を行う。以上の議論は，大都市圏
に居住する消費者の行動の全体的特徴を把握する
という視点からみた場合の，本稿のデータの不十
分な点である。
しかし， 買物行動を分析する目的は消費者行動
の特徴の把握のみではなく，地理学の枠内でもい
くつかの異なった目的を設定しうる。もともと，
地理学では消費者行動それ自体が研究の対象と
なったというよりも，小売業の立地の地域的変化
を説明するための手段という位置づけがなされた
といってよいだろう。これは行動地理学の展開の
中の重要な一分野であった．だが，このような学
問上の位置づけのみでなく，今日のわが国の状況
を考えるときには， g1Jの側面からの位置づけが重
要になってくる。それはアメリカ合衆国でこの分
野が発展してきた契機である，地域計画との関連
である。日本のみではなく欧米においても，都市
の再開発が重要な地域政策，そして自治体の地域
振興上の大きな課題となっているが，わが国では
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消費生活の側面をも考慮、した居住環境の整備がと
くに重要であるといえよう。大都市圏に居住する
人々の多様なニーズにより適切に対応するために
は，商業・サービス機能の地域配置の問題は．以
前よりもより重要な検討課題となるべきである。
こうした課題の検討には買物行動分析が重要な役
割を果たすことになる。そこでは，サービス支出
や消費行動がわかればより詳細な分析ができるけ
れども，それがわからなければ検討を開始できな
いというわけではない。これは，従来行われてい
る地理学の買物行動分析の観点に極めて近いもの
となる。しかし観点が近似していても目的はかな
り異質である。今日重要なのは，その達成度はひ
とまず置くとしても，住民にとって望ましい地域
編成とはどのようなものか，ということについて
の具体的考察ではないだろうか。
1980年代に入ると．東京大都市圏への人口再集
中傾向が明確化し，大都市圏の周辺部でも依然と
して諸変化が進行しつつある。大都市圏郊外は，
消費者の居住地として重要な地位を占めるように
なった地域である。そこでは，戸建住宅や郊外型
マンションの建設，地下鉄などの交通網の整備，
小売業 ・サービス業の立地など依然としてかなり
の地域復化が進行しつつある。このノートで実態
を把握したのは，そうした地域のー画である。
これまで，わが国では消費者の買物行動につい
ての笑態把握がある程度つみ重ねられ，世帯の社
会経済的諸属性に加えて，世管の前住地，世帯主
の勤務先所在地，それから現在の居住地における
居住年数も買物行動に影響を与えていることが明
らかにされてきた。こうした成果の上に立って，
ここでは地域変化が激しし居住地移動も活発な
地域での消費者の買物行動をI章で検討する。そ
れに続いてIl章では， I章で把握された実態をも
とにして，貨物行動分析の課題について若干の検
討を行う。このような構成となったのは，現在の
我々の関心が，買物行動の実態分析それ自体にあ
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るのではなく，何のために買物行動を分析するの
かという分析の目的設定の再検討にあるためであ
る。
I 藤沢市における消費者の買物行動
1 調査地域と被調査世帯の特徴
藤沢市の人口は，調査年次（1983年）で314,369
人別であり，神奈川県下では横浜，川崎，相模原，
横須賀に次いで第5位の規模である。近年の人口
増加率は，藤沢市に比べると厚木，海老名，秦野
などの内陸部の諸都市の方が約2倍大きくなって
おり，人口増加に伴う諸変化は，今日ではそれら
の内陸都市の方が大きい。しかし，藤沢は横須賀
よりも増加率は大きし内陸と臨海の両地域の中
間的状況にあるといえよう。ただし，これらの内
陸諸都市は神奈川県下でも，住宅立地と事業所立
地の活発な地域であり，東京大都市圏周辺部の中
でも変化の激しい地域である。
藤沢市の小売業の動向は全国のそれと同様の傾
向を持ち，商店数は1970年代後半以降はあまり増
加していない。1982年の商業統計に比べると， 1985
年には3.6%の商店数の減少があった。 1985年に
は，神奈川県下の商店数の4.1%，年間販売額の
3.3%を占めている吋．藤沢市の小売業にとっての
大きな変化は， 1973, 74年に大規模小売店が相次
いで出店したことである。この2年間に売場面積
l,500m2以上の店舗が6店新たに立地して，これ
のみで売場面積は約60,000m2も増加した。こうし
た集中的な出店の以前にも大型店が3店（売場面
積計約26,000mりあり，東京大都市圏郊外の主要
な高業集積地区のひとつに数えられるようになっ
たへこれは，国鉄藤沢駅周辺の区画整理事業・再
開発事業が進展したことと，それに加えて，大店
法の施行を目前にしたかけこみ出店が重なったた
めである。との時期の集中的な出店は全国的に認
められた。藤沢市での大型店の立地はこの時期の
みでなくその後もみられ，現在では第 l表の示す
ような集積量を持つようになった。こうした変化
に加えて，住宅地に中小スーパーやコンビニエン
ス店が立地する傾向もみられ，アンケート調査の
対象地域内にもその立地があった。この傾向は大
店法施行以降の小売業の業態変化の方向でもあ
る。このため藤沢駅周辺の大型スーパーでの購入
が減少し，店舗経営の悪化をきたした。この地域
の有力企業であったダイエーは経営悪化のため
1987年に閉鎖きれ，業態を変更して新たにテψイス
カウント店として再生することになった。
藤沢市の小売業に占める商店街の地位をみる
と，販売額は全市の約75%を占めておりこの比率
は安定しているけれども，飲食店については1976
年の商業統計をピークに，次第に商店街の地位は
低下してきた。これは，藤沢市の東部を縦貫する
県道沿いの郊外型のファミリーレストランの立地
増加による。この道路には，その他中古車販売店
第 1表 藤沢駅周辺の大型店立地 第2表 調査世帯の前住地と世帯主の勤務先
年 次 店 舗 名 売場閉積
1965年 きいか屋 1,398m' 
丸井 10,936 
1970 家具の大正堂 6,800 
オーケー 1,263 
1973 藤沢十字屋 9,269 
大丸ピーコック 1,225 
1974 ダイエー 11,598 
岡原屋 1,580 
マルサンマルフタ 2,249 
イトーヨーカ堂 11,645 
小田急百貨店 11.313 
家具の7ルト藤沢店 893 
1976 丸栄商会 517 
1978 藤沢きいか屋 18,500 
西友藤沢西武 10,394 
1979 江塚チェーン藤沢店 801 
1982 東急ハンズ 1,269 
資料藤沢商工会議所
除毒京？ 市 内藤沢市を 東京・横浜 その他除〈県内 川崎方面
自 宅 3 2 2 
。
3.8 2.5 2.5 
市 内 17 2 5 2 21.3 2.5 6.3 2.5 
藤沢市を 2 2 6 3 
除〈県内 2.5 2.5 7.5 3.8 
東累積浜 1 4 14 3 
川崎方面 1.3 5.0 17'.5 3.8 
その他の 。 。 1 。
県 外 1.3 
無回答 1 
。 。 。
1.3 
言十 24 10 28 8 30.0 12.5 35.0 10.0 
注．上段は実数．下段は合計に対する比率（%）
資料：アンケート鵠盗による
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無回答 計
1 8 
1.3 10.0 
4 30 
5.0 37.5 
2 15 
2.5 18.8 
2 24 
2.5 30.0 。 1 
1.3 
1 2 
1.3 2.5 
10 80 
12.5 100.0 
の立地が多くみられ，近年注目されるようになっ
たいわゆるロードサイド商店街の形成がみられ
る。この道路はアンケートの対象地域内も縦貫し
ている。こうした中で，調査対象地域の消費者が
主に利用する小田急線六会駅前の六会商店街は，
1982年には商店数77，年間販売額84億6千万円で，
藤沢市内にある44商店街の平均商店数45，年問販
売額46億4千万円に比べると規模は大きいけれど
も，駅前の商業集積地区としては規模は大きくな
い。飲食店は42あり，小売業とは違って店舗数は
急増してきた。この商業集積地区には2つの大型
店がある。ひとつは1980年に出店した売場面積
1, 748m2の電鉄系の六会Sで，これは駅前の商店
街の入口に位置する店舗であり，他方はアンケー
ト対象地域内の住宅地に立地する六会Yで， 1981
年に出店し，売場面積はl,200m2て。ある。いずれも
飲食料品を中心とする店舗である。さらに小田急
でひと釈新宿よりの湖南台駅前には1971年にはった
型店の湖南台s（売場面積2,263m2）と1979年には
忠実屋（同6,307m2）が立地して，調査対象地区の
消費者にもある程度の影響を与えた。
このようにみてくると，本稿で検討する事例は，
犬都市圏郊外の一地区という極めて限られた事例
ではあるが，そこでの消費者の買物行動の変化は，
大都市圏郊外の諸変化と流通政策変化に対する大
手小売企業の対応状況を反映したものとしてもみ
なしうるのである。
アンケートの対象世帯は六会地区内の土地区画
整理事業によって住宅立地が進展した地区内にあ
り，区画整理事業は1982年に完了した。アンケー
ト配布数は300で＼有効回収数は80（回収率26.5%)
であった。これらの世帯の特徴は，藤沢市全体と
比較すると世帯主の年令が高〈，そして居住年数
が長いことである。アンケートでは30才未満の世
帯主は全くいないのに対して，市全体では世帯数
の約16%はこの年令階層で占められている。また，
居住年数が5年未満の階層はアンケートでは約
10%であるけれども市全体では20%を越えてい
る。その代わりに居住年数が20年以上の階層はア
ンケー トでは約50%いるのに対して，市全体では
25%以下にすぎない。このような世帯属性の相違
は職業にも明瞭に表れており，アンケート回答世
帯では世帯主の職業は管理職が多くなっている。
第2表には，調査世帯の前住地と世帯主の勤務先
を示した。これによると，世手管主の勤務先と前住
地の双方が藤沢市内とする世帯が最も多いけれど
も，それに次いで双方とも東京 ・横浜 ・川崎方面
とする世帯が多くなっていることがわかる。
藤沢は東京駅から 1時間程度の時間距離であ
り，東京への通勤 ・通学者の方が横浜へのそれよ
りも 2倍程度多い。藤沢市の流出人口比率は1960
年から1965年の間に激しく上昇して，その後少し
ずつその比率は低下してきている。つまり， 1960
年代前半に急激なベッドタウン的様相が形成され
たのであるが，アンケート回答世帯の現在地での
居住年数は20年以上30年来満の階層が最も多〈，
これらのかなりの割合はその時期に藤沢市に転入
してきた世帯であることをうかがわせる。居住年
数が20年以上30年未満の世帯は31あるが，そのな
かで勤務先と前住地の2指標とも東京・横浜・ Il
崎方面であったのは6ケースであるのに対して，
2指標とも市内であるのは 5ケースとなってい
る。それに比べて，居住年が10年以上20年未満の
階層では 2指標とも市内であったケースは少な
し 10年未満では逆に市内のケースの方が多く
なっている。居住地移動の激しい大都市圏内に
あって，藤沢市もその特徴を他の都市と共有して
いるけれども，この都市の居住者の場合には，東
京区部以外に横浜や川崎とも勤務先や前住地など
の側面で関係が深い。アンケートの回答世帯の特
徴は以上の通りである。
2 買物行動の変化とその理由
買物行動の変化は，第3表に示す10品目に関す
る買物先の選択行動とその理由を尋ねることに
よって把握する。これらは最寄品と買回品の代表
的品目を含んでいるが，品目数は限られている。
最寄品についての買物行動先の変化は主に六会商
店街と調査地区内に新規立地したスーパーとの問
に生じており，湘南台に立地した大型店の影響も
あった。買回品の買物先の変化をもたらした要因
として最も大きいのは，藤沢駅前の大型店の立地
である。前述のようにこの集積はかなりの規模で
あり，六会地区の消費者の買物行動に与えた影響
は大きかった。さらに，湖南台の大型店の影響も
認められる。しかし，そればかりではなし直接
にはその影響を把握することができないけれども
東京 ・横浜や川崎の百貨店や，専門店が集積した
寄合百貨店の立地，それから地下街の護備なども
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重要である。
第3表によって六会地区の消費者の買物先がど
のように変化したのかを把握する。これは1978年
と1983年の2時点間でみている。第1表には，1978
年にも藤沢駅周辺に大型店が2店舗立地したこと
が示されているが，アンケートでは，これらの店
舗が立地する以前の状態での買物先を記入するよ
うに求めている。また六会地区のスーパー六会Y
と六会Sの立地は1980年と1981年であり， 1978年
にはこれらの店舗はなかった。六会Sは六会駅前
の商店街の入口に位置しており，六会Yはそれら
とは約300m離れた住宅地内に立地した。
まず，最寄品についてみると，六会商店街が減
少し，六会Sの増加が顕著である。これは，買物
先を前者から後者へ変更した消費者が多かったこ
とを推測させる。ことに洗剤の六会商店街での購
入が大きく減少している。スーパーが最も得意と
する商品であり大企業製の規格品のひとつである
この商品の貿物先の変化が大きく現われている。
洗剤に関する他の大きな特徴は，藤沢駅周辺大型
スーパーでの購入が1978年にはかなりあったのに
1983年にはそれが全くなくなっている点である。
このような変化の中には，スーパー聞の競合を
はっきりと読みとれるであろう。このように消費
者の買物先が変化した理由を調べてみると，商品
価格が安いからという例も少しはあるが，それよ
りも住居に近いからとする方がかなり多くなって
いる。下着の場合も洗剤と似た変化をしている側
面がある。との商品は藤沢駅周辺大型スーパーで
の購入が減少して，その代わり六会Sで購入され
るケースが多くなっている。もちろん，大型スー
ノfー でもかなり購入されているが，そこで購入を
続ける理由は，①低価格である，②商品の種類が
多い，という 2点に集中している。それに対して，
1983年には大型スーパー以外の店舗てや購入するよ
うになった消費者の買物先の変更理由は，①住居
に近い，②低価格である，③商品の品質がよい，
④広告をみたから，など分散的である。しかしこ
の中でも①の住居に近いからとする消費者がやや
多くなっている。
洗剤や下着などに対して，生鮮品であるキュウ
リや豚肉などの商品では，商店街を異物先とする
ケースの減少は比較的少ない。これらの商品の買
物先を，六会商店街からその他へ変更した理由の
中で最も大きいのは，他の貨物先の方が住居に近
いから，とするものである。他方1983年において，
1978年の場合と同じように六会商店街を選択した
ケースの選択理由を調べてみても，やはり住居に
近いからというものが大きなウエイ卜を占めてい
る。ただし，後者の買物先の変更をしなかったケー
スでは，副次的に重要な選択理由としては商店街
の商品の方が品質がよいからとする例もあった。
第3表 六会地区消費者の貨物先の変化（1978-1983年）
ノマ ン 豚肉 キュウリ タマゴ 洗浄l婦人服 下着 化粧品
ラジオ・
贈答品
テレビ
藤沢釈周辺の百貨店 5/5 5/2 3/0 3/1 2/0 35/50 24/25 11/14 4/5 54/62 
藤沢駅周辺の大型スーノマー 9/0 12/2 7 /1 9/1 14/0 13/8 32/24 5/ 1 6/6 4/2 
藤沢駅周辺の商店街 3/2 7/0 4/0 3/1 1/0 4 /2 2/2 4/3 3/1 
長後駅周辺の商店街 1 / 1 0/1 
湖南台駅周辺の商店街 0/1 1/2 1 /1 1/5 2/3 
湖南台S 3/0 4/2 2/1 4/2 5/ 1 2/2 5/1 2/0 
湖南台T 0/1 /1 
六会商店街 45/17 41/21 46/31 46/12 37/6 28/31 30/28 0/1 
六会 S 0/42 0/40 0”31 0/47 0/40 0/1 0/15 0/2 
六会 Y 0/7 0/10 0/7 0/11 0/14 。／3
その他の市内商業施設 3/2 3/1 2/2 2/3 1/ 1 1/2 5/6 6/8 
東京 ・横浜 1/2 1/2 15/14 4/3 5/5 9/11 12/10 
その他 0/3 1/ 1 1/3 1/1 2/7 9/13 9/15 1 /3 
無回答 11/0 10/ 1 12/3 11/ 1 17/7 9/0 9/ 11/2 11/2 9/2 
注）合計回答数は80，左上は1978年当時の買物先，右下は1983年の買物先（実数）． 資料）アンケー ト調査による。
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結局，最寄品の買物行動には住居から買物先まで
の距離が主な要因として作用していることを確認
しうる。生鮮品の場合には商品の質という要因も
ある程度の重要性を持ってくるけれども，やはり
副次的な重要性しか持ちえない。
最寄品を購入する場合の買物行動には2種類の
行動公準が存在していることが明らかにされてい
るへただし，この公準を見出した調査は諸商品を
最苦手品一買回品一専門品に分類する方法を用いる
のではなしその購入頻度によって分類している。
したがって厳密に考えるならば，日買物財につい
て存在する公準が最寄品全般にも存在するかどう
かは判断できないのだが，本調査の対象品自のう
ち，洗剤を除〈最喜子品は日買物財に含まれるだろ
う。 2つの公準とは，消費者が買物先を決定する
場合には，①買物先の店舗までの距離を重視して
判断する場合と，②距離に加えて，買物先店舗の
商品の充実度とを重視する場合とがあるというこ
とである。第3表の最寄品の買物先の変化をみる
と，藤沢駅周辺での購入は減少しているとはいえ，
全くなくなったわけではない。このような変化の
態様は，上記の2つの公準の存在を傍証している。
もっとも，この変化の仕方からすると， これらの
商品については店舗までの距離という要因が非常
に強〈作用していることが推測される。
最寄品の買物先の決定には距離や商品価格が重
要であったのに対して，貧困品の場合にIi，①商
品の種類が多い②品質がよいなどが重要な店舗選
択理由となっている。今回のアンケート調査では，
店舗の選択理由を10通り設定したが，その中で楽
しく買い物ができる，という買物の環境条件を選
択理由に採用した例はほとんどない。全くないわ
けではないけれども，婦人服購入の場合に副次的
理由として30ケースのうち3ケースで採用があっ
たのみである。近年，商業集積地区の買物環境の
整備が，その振興策の手段としてより重視される
ようになってきた。このことは，都市整備の中で
も位置づけられ，この側面からも地区環境の整備
と向上が計られつつある。これらの動向に対して
アンケート調査の結果は考察の手がかりを与えて
くれる。すなわち，買物行動という限定された目
的を持つ行動のみに注目した場合には，消費者の
満足度を向上させるためには商品の品揃えを豊富
にした方が，地区の環境条件を改善するよりも，
はるかに効果があるという判断ができるように思
われる。もちろん，商業集積地区の環境整備は重
要であり，店舗の改装なども集客力の向上に役
立っている。しかし，店舗を改装する，あるいは
その他の環境を整備することによって，商品品揃
えの多様きを減少きせないようにする必要があろ
う。品揃えを減少させても，より高価格な商品を
販売するようにできれば，総売り上げ額は上昇す
るであろう。だが，このような変化は店舗および，
商業集積地区の性格が変わったことを意味する。
第3表にもどって，ラジオ ・テレビ，化粧品の
買物先をみると，双方とも六会商店街が非常に多
〈示されている。これらの商品は買物先の選択肢
が増大したにもかかわらず，変化が少なかった。
消費者が商店街を選択し続けた理由は，いずれの
商品も住居から近いからとするケースが多かっ
た。ことに，化粧品の場合にこの理由を選んだケー
スが多い。この商品は，これらのケースでは最寄
品と同じように考えられているようである。前述
したように，アンケートの回答世帯の平均年令が
市平均よりもかなり高いという点から推測する
と，年令階層の上昇につれてこの商品はしだいに
最苦手品のような扱いになってくるのかもしれな
い。ラジオ ・テレビの買物先選択理由の第2位に
はサービスがよいから，を採用するケースが多
かった。電気器具は商品購入後も追加的サービス
を必要とする場合があるため，それを期待できる
商店街の店舗が選択されたのだろう。との選択傾
向はよく指摘きれている点であり，ここでもそれ
が確かめられた。
3 世帯類型の相異と買物先の変化
前節では第3ヨ長中の10商品を2通りに区分して
検討したが，本節ではそれをさらに展開してみよ
う。 10商品の中で，買物先の変更が他と比べて大
きいと思われる 2つの商品，すなわち洗剤と婦人
服の場合を取り出して，世帯類型別に買物先の変
動を把復する。
第4表と第5表は世帯の前住地，世帯主の勤務
先所在地，そして現在地での居住年数という 3つ
の指標別の2商品の購入先の変動を示している。
この2つの表を比較すると，第4表の洗剤では第
5表の婦人服よりも，購入先の有無という点の変
動は少ない。つまり，各指標の2つの項目の相異
による購入先の有無に注目すると，婦人服では前
-47-
住地が県外の世帯の買物先は両年次で5ヶ所であ
るのに対して，県内の世帯は7ヶ所である。さら
に，世帯主の勤務先の2項目によっても異物先の
地点数は違うし，居住年数の2項目によっても異
なる。それに対して第4表の洗剤では，以上のよ
うな項目別の買物先地点数の差は婦人服ほど大き
くない。このような違いは，ここで用いた項目に
よって買物先を把握するとすれば，洗剤よりも婦
人服の方が購入地点の相異をより明確に識別しう
ることを示している。これは，洗剤よりも婦人服
の方がこのレベルの集計水準でみた場合には，購
入地点の相異をより明確に識別しうることを示し
ている。
2つの表の下段に示されている変動係数による
と，各項目の年次別に，度数1以上の貨物先がど
のように分布しているのかを把握しうる。これに
よると，各項目ごとの係数の動き方が洗剤と婦人
服ではかなり異っているのがわかる。第5表の婦
人服では，前住地と世帯主勤務先についてみると，
1978年よりも1983年の係数の方が明らかに増加し
ている。変動係数の増加は，度数分布の偏りの増
加を示しており， 1978年よりも1983年の方がより
集中する場合にこのような変化をする。第5表で
は藤沢駅前の百貨店の度数が増加している。百貨
店の進出は婦人服の買物先をそこへ集中させるよ
うに作用したのと把握しうる。それに対して洗剤
の変動係数の動き方は明確ではない。
婦人服の購入先は1983年の方がより集中するの
であるが，この表からは別の特徴も読み取れる。
すなわち，①前住地が県内，②世帯主の勤務先が
県内，そして③居住年数が10年未満の世帯では婦
人服の購入を主として湖南台S，六会S，他の市内
商業施設で行っているケースがある点である。こ
うした選択をするのは，これらの世帯は相対的に
年令階層が低〈，所得水準も低いからであろう。
第5表の変動係数の動きの中で特徴的なのは，
居住年数が10年以上の世帯とその他の指標による
変化の違いである。前住地や世帯主勤務先では，
1978年よりも1983年の変動係数がかなり大きく
なっていたけれども，居住年数10年以上の場合に
はそれほど大きくなっていない。この世帯の藤沢
駅周辺百貨店の利用度数はかなり増加している
が，変動係数で把握すると，居住年数が10年未満
の世帯よりも変化が少ないように思われる。以前，
筆者は島根県松江市を事例として，同様な結果を
得たことがあるη．そこでは，大型店の新規立地が
あった場合，居住期間の長い世智では短かい世情
よりも買物先の変更の程度が少ないことが把握さ
第4表 世帯類型別洗剤購入先の変化 (1978-1983年）
ム；－－－ーゴ？前住地 世帯主の勤務先 居 住 年 数県外 県内 東京 ・横浜 県内（除自宅） 10年未満 10年以上
藤沢駅周辺の百貨店 1 /0 1/0 2/0 2/0 
藤沢駅周辺の大型スーノぞー 4/0 5/0 3/0 10/0 1/0 13/0 
藤沢駅周辺の商店街 1/0 1/0 
湖南台駅周辺の商店街 。／2 1/2 1/ 1 1/4 。／1 1/4 
湖南台S 2/ 1 2/0 2/0 3/1 0/ 1 3/0 
i柑南台T 0/1 0/1 0/1 
六会商店街 15/2 15/3 9/2 21/3 ll/2 26/ 4 
六会 S 0/15 0/16 。／12 0/24 1/12 0/27 
六会 Y 0/3 。／7 。／4 0/9 0/3 0/11 
その他の市内商業施設 1/2 1/ 1 1 / 1 1/ 1 2/3 
その他 1/2 0/ 1 0/1 1/2 
無回答 5/3 8/2 6/4 11/3 7/1 10/6 
合 計 28/28 34/34 24/24 46/46 21/21 58/58 
変動係数 l.16/1.17 l.21/1.10 0.92/1.04 l.06/1.33 l. 24/1.18 1. 27 /1.15 
注 ・左は1978年の買物先（実数），右は1983年の買物先 （実数） 変動係数＝機準偏差／平均（度数0I主計算対象外）
資料．アンケー ト調査による
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第5表世帯類型別婦人服購入先の変化（1978-1983年）
買よ＼＼」！？
前住地 世帯主の勤務先 居住 年 数
（県外）（県内） （東京 ・績浜） 県内（除自宅） (10年未満） (10年以上）
藤沢駅周辺の百貨店 11/15 15/22 11/17 18/25 8/12 27/38 
藤沢駅周辺の大型スーノマー 2/1 5/5 3/1 7/6 2/3 11/5 
藤沢駅周辺の商店街 3/1 1/ 1 2/1 4 / 1 1/0 3/2 
湖南台S 2/1 2/2 1/1 
六会 S 。／1 0/1 。／I
その他の市内商業総設 0/1 0/1 0/1 
東京・償浜方面 10/9 3/2 6/5 8/8 1/ l 14/13 
その他 0/1 0/1 0/0 1/0 
無回答 1 /0 7 / 1 8/ 1 7 /1 2/0 
メJ- ~· 28/28 34/34 24/24 46/46 21/21 58/58 
変動係数 0.62/1.06 0.80/1.52 0.64/1.09 0.71/1.38 l.05/1.33 0.83/0.98 
注 ：；左上は1978年の買物先（実数），右下は1983年の貨物先 （笑数）。 変動係数＝標単偏差／平均（度数0は計算対象外）
資料・アンケー 卜調査による。
れ，そして，そのような変化の仕方をする理由を
検討した。その結果，居住期聞の長い世帯はすで
に松江市内に立地する小売店舗の商品品揃えを熟
知しており，既存の店舗で満足しうる商品購入を
行いうるために，新規立地店舗への買物場所の移
行は，居住期間の短かい世帯に比べて，より少し
しか行われないのではないかという結論を得た。
よ記の例は，地方都市での検討であるが，これと
同様な理由によって，大都市圏の消費者買物行動
の変化も説明しうるかもしれない。しかし，今回
の調査ではその点の考慮は充分には行えないし，
さらに，変動係数を用いた分析の手法上の検討を
充分行う必要もある。
皿 買物行動分析の課題
前章で，大都市閣の周辺部に位置する藤沢市の
商業立地の変化にともなって生起した買物行動の
変化を簡単に把握した。ここではそれをもとに，
大都市圏における買物行動分析の課題について若
干の検討を行う。前章では，前住地，世帯主の勤
務先（場所），それから現住地での居住期聞の3指
標を使用して買物行動をとらえた。この3指標で
把握しうる側面は各々異なっているが，異物行動
の分析にはこれらの指標のみが考えられるという
わけではない。その他の指標，例えば性別，年令，
単身既婚の別等々が考えられよう。そして，各々
の指標によって明らかにされる買物行動の内容
は，大きく異なってくる。地域変化と居住地移動
とが活発な地域で買物行動をより正確に把握する
ためには，この2つの現象を分析枠の中に取り込
んだ研究方法が望ましいといえよう。このような
見方をするならば， J.Piagetの発達心理学の思考
法を応、用した分析方法は，その方法からの実態把
握にはかなりの困難がともなうという問題はある
けれども，大都市圏における買物行動分析にも遊
しているように忠われる。
J. Piagetの考え方をひとくちで述べるならば，
人間は多くの学習段階を経て環境（外界）を自らの
中により客観的に取り込むようになれる存在だと
みなした点に特徴がある。それは刺激一反応図式
に依拠する行動主義心理学とは全〈逆の観点を呈
示している。Piagetはかくれた唯物論者であると
も言われるが，人聞の行動および思考の発達につ
いて，極めて示唆的な議論と実証分析とを行って
いる。しかしながら，こうした特徴を持つ彼の適
応概念を，そのまま地理学の買物行動の分析枠と
して採用することには問題がある。たとえば，あ
る世帯がそれまで全〈未知のある都市に転居して
きた場合を考えてみると，この世帯の買物行動は，
世帯の家族構成や所得状況その他が変化しないと
仮定するならば適応概念で分析が可能であるが，
現実にはそのようなことはありえない。この点を
消費者の適応過程の中にどのように概念化するか
が課題のひとつとなっている。
他方， Piagetの思考法を応用するメリットとし
ては，認知 ・知覚と行動とを結ぴつけた分析枠の
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設定が可能で‘あるということを指摘しうる。今日，
行動研究のこの2側面の分離が一層明確になりつ
つある。このように推移せざるを得ない理由の一
端は，買物行動などを把握する際の視点が，行動
主義的であることによっているように思われる。
Piagetの考察は応用可能性を持っているが，も
ちろんそれのみでよいというわけではない。大都
市圏における異物行動の分析は， I章でみたよう
に多くの説明変数を採用せねばならず，分析枠の
設定は容易ではない。むしろ，一般的，抽象的に
最適な分析枠を求めても，それを決めることはで
きないといった方がよいだろう。もしそうだとす
ると，重要なのは分析枠の構築よりも，むしろ買
物行動研究の目的設定に関する考察であろう。そ
の目的が明確化されて始めて，分析枠と具体的方
法の検討が可能となる。
つまり，地理学における買物行動分析の目的設
定がややあいまいなままに置かれていることが大
きな課題となっているように思われる。行動地理
学の意義は， 「フ。ロセス オリエンティトjな説明
にあるという規定が通常であろう。これを消費者
行動分析の例にひきつけて述べるならば次のよう
になろう。すなわち，商業地域構造の変化をもた
らす重要な契機として消費者の買物行動を位置づ
け，それを分析することによって，地域構造の変
化を説明できると考えるのである。このような見
方が価値を持つのは，消費者と小売企業との対抗
関係において，消費者の主体性が発揮される状況
がある場合のみであろう。わが国でこのような観
点から分析を試みるとすれば，一体どのように研
究対象を設定すればよいだろうか。こうした事柄
に関する議論の不足が否めないのが今日の消費者
行動研究の現状ではないかと思われる。
地理的慣性という用語を引用するまでもなく，
一度立地が決定すると，多くの場合その継続性は
高い。大型スーパーの出店ペースは近年には低下
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したが，それに代わってコンビニエンス店の出店
が急増しつつある。そして一方ではノンストアリ
ティリング（ホームショッピング）の急成長も進
行しつつあり，小売業態の多様化と店舗の立地形
態の変化が進行しつつある。さらに，小売業のみ
ならず飲食業の店舗数の減少が商業統計で把握さ
れて，消費生活に直結する諸機能の再編が一層明
らかになってきた。このような時期には，地理学
的な消費者行動研究の目的をより明確にし，それ
を基にして分析枠を構築することが重要であろ
フ。
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